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Ⅰ．序 論
1990年代のニューエコノミーの台頭により，知識・知的財産・情報などのような無形資産
が，企業の市場価値を決定する最も重要な要因になっている（Webber, 2000)。 無形資産
の重要性が高まることによって無形資産に対する非財務的情報提供へのリクエストもより一
層高まるものと予想される。
また，過去20年間余りの企業実務をみると，伝統的な収益性尺度である財務指標にのみ依
存する会計システムに対する批判がずっと叫ばれてきた。たとえば,「財務指標は企業の長
3
要約
本研究は，KaplanとNorton（1992）が財務的業績評価指標と非財務的業績評価指
標を戦略的，統合的に発展させて提案したバランスト・スコアカード（Balanced
Scorecard : BSC）の各業績評価指標（成果指標）の因果関係を，韓国の銀行業界に
適用して検証することにその焦点をおいた。研究のために，Heskettなどの研究で
利用された利益・価値連鎖構造を準用して，BSCモデルの各視点別の先行指標と
後行指標を因果関係で繋いだ研究モデルを設定した。
各視点間の因果関係を明らかにするために，ある地方銀行のリテール金融グルー
プ34営業所から回収されたアンケートを利用して，共分散構造分析をおこなった。
分析の結果，BSCモデルの各視点別概念について，先行指標と結果指標どうしに
確かに因果関係が存在することが確認された。また各概念を構成する下位指標も，
一部の概念では満足できる結果がでなかったが，限界的に適合することを確認した。
しかし社員維持度と社員生産性で構成される学習と成長の視点，内部ビジネスプロ
セスの視点の指標とされる内部能力概念および商品とサービス属性，イメージ，顧
客関係で構成される顧客満足度概念は，同一概念を他の側面から測定した結果と推
定される程，高い相関関係が表れた。このような結果は，より簡潔なモデル構築の
ために，ある概念の削除や，因果性の高い他の指標の開発の必要性を示唆している。
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期的な成功の可否を判断するのには不十分である」(McKenize & Schilling, 1998 ;
Chakravarthy, 1986）や，また「過去の短期成果至上主義が経営者を，未来の利益を創出で
きる技術や人材開発のような分野の投資を回避させる短絡的見方（myopism）に陥らせてい
た傾向がある」(Johnson & Kaplan, 1987）などが挙げられる。
このような一連の状況変化は，必然的に戦略管理および成果評価システム構築のために財
務指標のみならず多様な非財務的業績評価指標を考慮せざるを得ない環境をもたらしている。
企業実務でGE（General Electric）社が1950年代に非財務的業績評価指標を最初に活用して
以来，財務的業績評価指標と非財務的業績評価指標の関係を明らかにしようとする多くの努
力があった。Kaplan と Norton（1992）が提案したバランスト・スコアカード（Balanced
Scorecard : BSC）は財務的業績評価指標および非財務的業績評価指標を戦略的に統合させた
一つの戦略管理システムモデルである。
Kaplanと Norton（1996c）によれば，BSCは各結果測定値と各業績動因どうしの因果関係
を具体的に明らかにする原理として構築されている。したがって適切に構築された BSCは，
事業単位ごとに戦略を指し示すという。もし，こうした主張が事実ならば，BSCは非財務
的業績評価指標を管理およびコントロールすることによって，未来の財務目標を達成させる
戦略管理のツールおよび総合業績表の機能を持たせることもできる。しかし期待する財務目
標を達成させるにあたり，財務的業績評価指標と非財務的業績評価指標間の因果関係が不確
実ならば，BSCモデルは組織行動と事業単位の最適成果を達成させるのに，むしろ支障と
なる危険なモデルにもなりうる（Hass & Kleingeld, 1999)。
BSCに対する関心の高まりによって1)，多くの研究者が BSCの財務的業績評価指標と非
財務的業績評価指標の関連性を明らかにしようと試みている。これまでの一部の研究では
BSCの各視点別の先行指標と後行指標どうしの関係を裏付ける実証的な諸証拠が発見され
ている。
これに対して，先行指標と後行指標間の因果関係は証明されないという見方もある。たと
えば Norreklit（2000）は，BSCのいくつかの因果関係の仮定に対し，そうした因果関係は
説明されないと批判しており，またMalina（2001）は BSCを導入して運営している北米の
多国籍企業を対象にした研究で，BSCモデルが部分的にしか因果関係があらわれていない
と報告している。
一方，韓国の場合，2000年末現在，すでに27の企業が BSCを導入・運営している（李ジ
ョンチョン，洪ミギョン，2001)。しかしそれにもかかわらず BSC測定指標どうしの因果関
係についての分析はほとんどなされていない。
したがって本研究では，BSCモデルの導入が予想される韓国の銀行を対象として，BSC
モデルで提示された非財務的業績評価指標の管理およびコントロールで財務目標を達成でき
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1) Silk（1998）によれば米国フォーチュン500大企業の60%が BSCを実行または試験している。
るのか，すなわち非財務的業績評価指標と財務的業績どうしに因果関係があるかを検証する
ことに研究の目的をおいて，以下の通りの研究を展開した。
まず第１に，BSCモデルの４つの視点で提示された各測定指標どうしの因果関係を明ら
かにしたこれまでの各研究を検討して，研究モデルを設定して仮説を立てる。第２に，実証
分析を通じ，研究モデルにおける概念どうしの因果関係および概念を構成する決定要因（測
定指標）の適合性を評価する。第３に，実証分析結果を基に，修正モデルを提示して，BSC
モデル導入時に考慮しなければならない事項を示唆する。
Ⅱ. 理論的背景
１．バランスト・スコアカード（BSC）の概念
BSCは２種類の基本原理で構成されている。第１に BSCは，企業のビジョンと戦略が測
定可能で，相互に関連するひとまとまりの諸測定値に転換させる多様な枠組みを有している。
すなわち，BSCは過去の業績に対する財務的測定値だけでなく，将来の業績を形成させる
業績動因に対する測定値を提示してくれる。したがって BSCは組織内のすべての事業単位
が，どのように現在と未来の顧客のために価値を創造すべきか，そして将来の業績向上のた
めに必要な人材とシステムおよび業務手順に関する投資をどのようにおこなうべきか，内部
能力などをどのような方法で高揚させるのかを，それぞれ測定するために４つの領域を持っ
た視点を提示している。この４視点のテーマはそれぞれ次の通りである（Kaplan & Norton,
1992)。
＊ 財務の視点：財務的に成功するために，株主にどのように見られるべきか？
＊ 顧客の視点：ビジョンを達成するために，顧客にどのように見られるべきか？
＊ 内部ビジネスプロセスの視点：株主と顧客を満足させるために，どのようなビジネス
プロセスで優れているべきか？
＊ 学習の成長の視点：価値を創造つづけて，改善していくために，どのような能力を伸
ばしていくべきか？
第２に，BSCでは４つの視点の各業績測定値がすべて企業の戦略と関連している。すな
わち，企業戦略目標を達成するために，BSCでは多様な視点からの目標とその目標達成の
ための手段どうしの関係を明確にしなければならない（Kaplan & Norton, 1996a)。言い換え
れば，飛行シミュレーターが，飛行計画と計画が実行された結果を比較するフィードバック
を提供するように，BSCは戦略目標が達成されていく軌跡を表わす業績動因（先行指標）
と，戦略の実行の結果（後行指標）を因果関係として比較した結果をフィードバックする。
したがって適切に構築された BSCは，事業単位の戦略を指し示めすものとならなければな
らない。各業績動因のない各結果測定値は，その結果がどのように達成されたかを示してく
れないだけではなく，戦略がうまく遂行するための初期設定値も提供しない。したがって望
ましい BSCは，戦略実行の結果測定値と業績動因測定値の適切なセットで示されなければ
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ならない。
２．財務的業績評価指標と非財務的業績評価指標の因果関係についてのこれまでの研究に対
する検討
１）学習と成長の視点
Kaplanと Norton（1996c）は，他の３つ視点において優越するために，この視点の戦略目
標として，社員維持度と社員生産性を挙げ，またこれらの目標を達成するための先行動因と
して，社員満足度を上げている。社員満足度の決定要因として第１に社員の能力養成，第２
に情報システム力，第３に，動機付け・権限委譲および目標の一体化などで構成された職場
の雰囲気の３種類の領域を挙げている。
さまざまな研究から，社員満足度が社員維持度と社員生産性の先行動因であることは明ら
かにされている。たとえば，Stum（1998）および Schlesingerと Zornitsky（1991）は，社員
満足度が社員維持に関連する社員忠誠の核心的な誘発要因であることを明らかにした。
Heskettなど（1994）は，満足した社員１人当りの生産性は，企業全体社員平均1人当りの
生産性より22%も高いということを明らかにした。
一方，社員満足度を決定する要因についての研究は，次のとおりである。
Johnson（1992）は，次のような活動を通じて社員の能力開発に投資することが，結果と
して顧客に対する最善のサービスになっていると主張する。
・社員能力養成のために厳選された社員採用と社員訓練に必要な企業の投資
・意思決定を支援する情報に対する投資
・共同目標を社員自ら達成しようとする意欲を呼び起こす動機付け，および社員が企業の
利益のために自らの知識と技術を利用できるようにする権限の付与
Lynchと Black（1998）は，技術開発訓練により多く投資するほど，社員維持度が高まる
という事実を明らかにした。Russ（1988）は，社員教育は，動機付けおよび高い組織業績
をもたらすことから，技術教育以外に，社員開発の重要性も明らかにした。Heskettなど
（1994）は，訓練を含めて企業が提供する高品質の支援サービスが，社員を満足させるとい
う事実を発見した。Kapplemanと Guynes（1995）は企業が社員に対し情報システム訓練を
実施すれば，その訓練を受けた社員の職務満足度が高まるという事実を発見した。こうした
研究以外の，社員満足度に影響を及ぼす要因についてのこれまでの諸研究をまとめると〈表
１〉のとおりである。
２）内部ビジネスプロセスの視点
Kaplanと Norton（1996c）によると，この視点の結果測定値として，第１に顧客の欲求を
充足させられる製品サービスの開発能力，第２に，製品とサービス生産能力と配達能力，第
３に，販売後のサービス能力が挙げられる。この視点の先行指標である学習と成長の視点の
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結果測定値である社員維持度・社員生産性と，この視点の結果測定値どうしの因果関係を分
析した研究はほとんどない。ただし，権限委譲と内部ビジネスプロセス革新との関係（Hurl
ey & Hult, 1998)，権限委譲とサービス品質改善との関係（Hartline & Ferrel, 1996)，権限
付与とプロセス改善との関係（Landry, Wood, & Lindquist, 1997)，動機付けとプロセス改善
との関係（Grahn, 1995）を明らかにした研究などはある。
３）顧客の視点
Kaplanと Norton（1996c）はこの視点の結果測定値である市場占有率と顧客収益性は顧客
満足度によって決定され，顧客満足度は内部ビジネスプロセスの視点の測定値によって伝え
られる顧客価値により決定されると主張する。
 顧客満足度の決定要因
これまでの大部分の研究では，顧客満足度の決定要因をサービスの質に限定している。た
とえば，Damien（1999）はサービスの質と顧客満足度どうしに有意的な関係のあることを
明らかにした。Rust, Zahorik, と Keiningham（1995）はサービスの品質レベルと顧客満足度，
顧客確保および顧客維持どうしに有意的な関係があることを明らかにした。
 顧客満足度と市場占有率との関係
Ittnerと Larcker（1998）および Boltonと Lemon（1999）は，顧客満足度が，顧客維持と
顧客確保の原因となることを発見した。LaBarberaと Mazursky（1983）は顧客満足度が購
買意向を調整して購買行動を繰り返させるのに重要な役割を果たしているということも発見
した。Friedman（1992）は顧客サービスと顧客維持どうしには陽(＋)の関係があることを
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〈表１〉 社員満足度に影響を及ぼす要因
研究者 社員満足度の決定要因
Gilmer（1966)
①安定②昇進の機会③賃金④職務の本質的側面⑤監
督⑥職務の社会的側面⑦福利厚生
Locke（1976)
①業務②賃金③昇進④認定⑤福利厚生⑥作業環境
⑦監督⑧同僚との関係⑨会社経営方針
Herzberg（1959)
・満足要因：①成就②認定③職務そのもの④責任⑤
成長
・不満足要因：①社会政策と管理②監督③業務条件
④対人関係⑤賃金⑥地位⑦職務安定
Vroom（1964)
①監督②作業集団③職務内容④賃金⑤昇進の機会⑥
勤務条件
Robbins（1989) ①挑戦的な業務②公平な補償③勤務条件④同僚
呉ジャンホン
(1978)
①報酬②職務③身分の安定④同僚集団内の関係⑤監
督の性格⑥組織の政策対社会的地位⑦昇進の機会
明らかにしている。Buzzelと Gale（1987）は郵便販売サービスと市場占有率どうしに有意
的な関係があることを発見した。Krishnanなど（1999）は，企業の誠意ない対応が，顧客
の企業との取引をやめる最も大きな原因になっていることを明らかにした。
 顧客満足度と顧客収益性どうしの関係
Forsterと Gupta（1999）は収益性の低い顧客の増加は，企業が顧客サービスを差別化し
ていないことに原因のあることを発見した。そして Banker, Potterと Srinivasan（2000）は，
顧客満足度が高まれば顧客収益性が向上することを発見した。Reichheldと Sasser（1990）
は顧客忠誠度の高い既存顧客が反復購買をする期間に，その企業の利益が増加することを発
見した。
４）財務の視点
 市場占有率と財務の視点の測定値との関係
Bharadwajと Menson（1993）は，市場占有率と財務業績どうしに陽(＋)の関係があると
した。しかし他の研究たちは，これらの関係がそれほど強くないと主張し（Fraering &
Minor，1994)，あるいは陰(－)の関係にあるとして（Montgomery & Wernerfelt, 1991)，陽
(＋)の関係を発見したのは単なる偶然だという（Markell, Neely, & Strickland, 1988）等，相
反する結論を下している。
 顧客収益性と財務の視点の測定値どうしの関係
利益向上のための財務の視点の戦略目標としては，収益を増加させたりコスト構造を低費
用のコスト構造へ変化させたりする目標以外に，リスクの最少化も設定されなければならな
い。銀行業界でリスクの発生は，利益規模を決定するにあたって特に重要な要素である。銀
行での信用および金利リスクなどは顧客との取引で発生するが，証券投資リスク，外国為替
運用リスクなどは顧客とは関係なしに発生する。したがって顧客収益性が改善されても，必
ず財務業績が増加するとは限らない。しかし顧客収益性と財務の視点の測定値の関係を証明
しようとする研究はほとんどおこなわれていない。
Ⅲ．研究モデルの設定と仮説の設定
１．研究モデルの設定
本研究では Kaplanと Norton（1992）が提案した BSCの４つの視点の，先行指標と後行
指標どうしの因果関係を分析するためにII章で検討した理論的背景を基に，Heskettなど
（1994）の研究で提示された BSC利益・価値連鎖モデル体系に準じて，研究モデルを次の
通り設定した2)。
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2) 研究モデルは構造モデルと測定モデルが結びついた構造方程式モデルである。・構造モデル：理論
変化の諸要素（概念）どうしの因果関係の関連性を明らかにするモデルである。・測定モデル：概念
を構成する決定要因（測定変化の要素）と関連したモデルである。
第１に，BSCの４つの視点で提示された各先行指標と各後行指標が，それぞれ視点別に
概念をうまく説明されるかを分析するために，社員満足度，学習および成長能力，内部能力，
顧客満足度，顧客能力，財務力など６個の概念を測定する，測定モデルを設定した。社員満
足度概念を構成する各下位要因として，Kaplanと Norton（1992）が提示した社員能力養成，
情報システム投資，職場の雰囲気領域以外に，組織の目標と個人目標の一体化が重要だとい
う Johnson（1992）の提案を受け入れて，目標一体化を追加して設定した。学習および成長
能力概念は社員維持度と社員生産性の２種類の下位要因で設定した。内部能力は内部ビジネ
スプロセス視点の４種類の結果測定値の顧客欲求把握，プロセス革新，プロセス改善，顧客
事後管理の４種類で設定した。顧客満足度は顧客価値伝達の基準になる商品とサービス属性，
イメージ，顧客関係の３種類の下位要因で設定した。顧客能力は顧客の視点の結果測定値の
市場占有率と顧客収益性の２種類の下位要因で設定した。財務力は生産性，成長性などで構
成された安定収益基盤とコスト削減，リスク管理の３種類の下位要因で設定した。
第２に，各概念どうしの因果関係を分析するために，各概念を鎖構造に連結して，一つの
構造モデルを設定した。
以上の内容を基に設定された研究モデルは（図１）のようなものである。
２．仮説の設定
（図１）で提示した研究モデルを根拠として，次のような仮説を設定した。
１）社員満足度が学習および成長能力に及ぼす影響
BSCモデルで財務の視点，顧客の視点，そして内部ビジネスプロセスの視点の目標は，
企業の戦略とビジョンを達成するために，どの部門で優れていなければならないかを規定す
る視点である。
一方で，学習および成長の視点は他の３種類の視点で設定した目標を達成可能にさせる下
部構造である。この視点の結果測定値は，生産性と対応性，品質および顧客サービス向上の
ための前提条件である社員維持度と社員生産性である。これらの結果測定値は社員満足度に
よって影響を受ける。したがって社員満足度と学習および成長能力の間に次のような仮説を
立てた。
仮説1：社員満足度は，学習および成長能力に影響を及ぼすであろう。
仮説11：社員能力養成，情報システムへの投資，職場の雰囲気，目標一体化は，社員満
足度の決定要因である。
仮説12：社員維持度と社員生産性は，学習および成長能力を決定するであろう。
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２）内部能力が顧客満足度に及ぼす影響
Collisと Montgomery（1995）によると，企業は，内部ビジネスプロセスの視点の核心的
な能力を基に，持続的な競争優位を達成しようと努力する。したがって企業は，顧客の視点
や財務の視点を扱う以前に，成功することを期待する市場と顧客に対する，内部ビジネスプ
ロセスの視点の目標と測定指標を把握することによって，顧客の視点とつなげることができ
るという。
BSCモデルでのこの視点における戦略目標は，顧客欲求を把握し，把握された顧客欲求
を充足させるためのプロセスの革新と改善および顧客事後管理に優れていなければならない
というものである。これを通じて，企業が最高の顧客価値を伝達する供給者であるという事
実を顧客が認識することによって，顧客満足度が高まる。顧客価値はターゲットになった顧
客の細分市場において，顧客忠誠度と満足度を創り出すために企業が提供する製品およびサ
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（図１）研究モデル
ービスに対する属性を表す。Kaplanと Norton（1996b）によれば産業と産業内の相互に異な
る細分市場により価値命題は一様ではないが，BSCを構築したすべての産業で共通に追求
される顧客価値は，製品とサービスの属性，顧客関係，イメージと評判の３種類のカテゴリ
ーで構成される。
一方，この視点の先行動因としては，向上した社員満足度により維持されたコア社員の能
力とコア社員の生産性になる。そこで，次のような仮説を設定した。
仮説2：学習および成長能力は内部能力に影響を及ぼすであろう。
仮説21：顧客欲求把握，プロセス革新，プロセス改善および顧客事後管理は内部能力を
決定させるであろう。
仮説3：内部能力は顧客満足度に影響を及ぼすであろう。
仮説31：商品とサービス属性，イメージおよび顧客関係は顧客満足度を決定するであろ
う。
３）顧客満足度が顧客能力に及ぼす影響
顧客の視点の結果測定値は，ターゲットになった細分市場での占有率向上と顧客収益性を
向上させることによって，財務の視点の戦略目標を達成させる。ターゲットになった細分市
場で市場占有率を維持して増加させるための望ましい方法は，既存顧客を維持するところか
ら出発する。そして事業の成長を追求する会社は，ターゲットとなった細分市場で顧客基盤
を増加させる目標を設定するであろう。Jonesと Sasser（1995）の研究によれば，顧客が購
買経験について100％あるいは非常に満足だと感じる時にのみ，企業は顧客の反復購買を期
待できる。したがって顧客満足度は市場占有率の決定要因になるだろう。
一方，市場占有率が向上しても，収益性のある顧客確保率の改善がなされなければ，財務
の視点の戦略目標を達成することは難しいだろう。この視点ではこのような検討内容を基に
次のような仮説を立てた。
仮説4：顧客満足度は顧客能力に影響を及ぼすだろう。
仮説41：市場占有率と顧客収益性は顧客能力を決定づけるだろう。
４）顧客能力が財務力に及ぼす影響
企業の財務的目標は，事業ライフサイクルの段階によって変化する。Kaplanと Norton
（1996c）によれば維持段階にある企業では，収益性と関連した財務的目標を重視する。収
益性の改善は，生産性，成長性，収益ミックスのような安定収益基盤を増加させる一方，コ
スト低減，リスク管理強化による貸倒償却費の減少によって達成される。財務の視点の各戦
略目標は顧客の視点の結果測定値によって因果関係で結ばれなければならない。したがって
銀行産業においてBSC成果指標間の因果関係が存在するのか？ 11
この視点で次のような仮説を立てた。
仮説5：顧客能力は，財務力に影響を及ぼすだろう。
仮説51：安定収益基盤，コスト削減，リスク管理は，財務力を決定するだろう。
Ⅳ．実証研究
１．研究方法
１）サンプル
本研究を実施するために，2002年６月と７月にＤ銀行から資料を収集した。銀行の営業形
態は大きく，大口金融とリテール金融または企業金融とリテール金融形態に大別される。信
頼度を高め，公正に業績を評価するために，サンプルに選ばれたＤ銀行の営業店を，企業金
融営業店とリテール金融営業店で１次分類して，これをさらに営業環境，営業期間，総資産
規模などにより２次分類した。
資料を収集するためにＤ銀行リテール金融1グループの34営業店に勤める社員たちを職位
別・職務別に同じ割合で抽出した。営業環境が異なる場合，BSCモデルの各視点に設定さ
れた測定変数の測定値に違いが生じ，因果関係に対する結論も異なってあらわれる危険性が
ある。したがって営業環境の差でサンプル誤差の発生する危険性を排除するために，営業環
境が似ていると判断される営業店の評価対象リテール金融グループの中から，営業店数の最
も多い１グループ34営業店をサンプル収集対象として選定した。各サンプル営業店に対し管
理職責任者２人，現場責任者３人，行員５名ずつに，あわせて340部の質問用紙を配布した。
このうち，33営業店から263部の質問用紙が回収され（回収率：77.4%)，回答内容の不誠実
だった12部を除いた251部が分析に使われた。
２）変数の操作定義と測定
本研究で使われた各変数の操作定義と測定は〈表２〉で見るように，第Ⅱ章で検討された
これまでの諸研究を参考にして，BSCモデルで提案された先行指標と後行指標を一部修正し
て，適用した。質問用紙は一般的な統計分析のための測定質問項目，社員満足度測定質問項
目，学習および成長能力測定質問項目，内部能力測定質問項目，顧客満足度測定質問項目，
顧客能力測定質問項目，財務力測定質問項目の７つの部門で構成した。
一方，BSC統合モデルを完全に検証するために，顧客満足度とともに顧客により測定さ
れる資料は，社員により測定される他の資料とあわせることによって，集団別評価を実証的
に結びつけなければならない（Hartline & Ferrell, 1996)。 しかし社員別に管理する核心顧
客の名簿を入手できなかったために本調査では銀行の社員に顧客満足度を測定してもらうよ
うにした。
質問用紙を確定する前に，サンプル銀行１営業店で2002年６月初めに10人の社員を対象に
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事前調査をおこなった。その結果，各設問の質問項目の明確性，応答の容易性，応答の分布
などを確認して，一部質問項目を修正補完した後，最終質問用紙を確定した。設問の質問項
目に対する応答は Likert５点標準を利用して測定できるように作成した。
２．分析結果
１）資料の分析方法
本研究で収集された質問資料を分析するために構造方程式モデルを利用して，資料の信頼
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〈表２〉 各変数の操作定義と測定
潜在変数
（概念）
測定変数
（構成要因）
操作定義 数 尺度
社員満足度
社員能力養成 採用基準と教育訓練に対する満足度 10
①非常に
そうでない
②少し
そうでない
③普通だ
④少し
そうだ
⑤非常に
そうだ
情報システム投資 事務自動化，情報化などに対する満足度 6
職場の雰囲気
動機付け，職務満足，権限委譲などに対す
る満足度
20
目標一体化 組織目標と個人目標の一体化度 5
学習および
成長能力
社員維持度 長期在職希望度 5
社員生産性 同僚に対する個人営業目標達成度の比率 9
内部努力
顧客欲求把握
商品とサービス知識，顧客別流通経路の認
識，顧客との対話時間づくりなど
4
プロセス革新 商品とサービス開発および努力度 4
プロセス改善
流通経路改善のための努力，顧客クレーム
頻度縮小などのための努力度
5
顧客事後管理
主要顧客の期日管理，商品広報などに対す
る努力度
3
顧客満足度
商品とサービス属性 商品価格，サービス質に対する顧客満足度 2
イメージ
地域発展，ワンストップ源泉および優秀な
専門担当者保有などに対する顧客認知度
3
顧客関係
接近容易性，便利なサービス提供などに対
する顧客満足度
2
顧客能力
市場占有率 顧客維持および新規顧客誘致の向上度 8
顧客収益性 顧客収益性の向上度 4
財務能力
安定収益基盤
生産性，成長性，クロスセリング効果の向
上度
14
コスト削減
収益率および総資産増加率に対する費用の
増加率
6
リスク管理 不健全資産保有比率の減少度 3
度と妥当性を検証するために Cronbach’sα値を利用した質問項目分析（item-total correlation）
を通じて，尺度純化作業（scale purification）をおこない，一部質問項目を削除した。また
仮説を検証するために LISREL 8.30を使用して，共分散構造分析をおこなった。
２）資料の信頼度検証
財務力，顧客能力，顧客満足度，内部能力，学習および成長能力，社員満足度など６つの
測定モデルを構成する決定要因に対する信頼度の検証結果は Cronbach’sα値が .65～.95の値
となり，各尺度はすべて信頼できるということを確認した。
３）仮説の検証
研究モデルの因果関係を分析するために LISRELL 8.3 SIMPLISプログラムの最尤推定法
（maximum likelihood）を利用して，構造モデル評価および仮説検証と測定モデル評価およ
び仮説検証をおこなった。
 構造モデル評価および仮説の検証
構造モデル評価は，研究モデル全体を包括モデルとし，そして各視点どうしの関係で研究
モデルを細分したモデルを個別モデルとして，経路係数と全般的適合度を推定して〈表3〉
研究モデルの構造モデル分析結果に表した。包括モデルと個別モデルの標準化された経路係
数値が全部0.5以上であり，1 %の有意レベルから非常に有意なものとしてあらわれた。
包括モデルの全般的な適合度指数はＸ2＝387.53（df＝124，p＝0.00)，GFI＝0.85，AGFI＝
0.80，NFI＝0.86，RMSR＝0.03等で，認定可能なレベルの適合度を表したが，個別モデルで
はGFIとNFI適合指数がすべて0.9を超過しており，優秀な適合度を示している。
したがって社員満足度は学習および成長能力に，学習および成長能力は内部能力に，内部
能力は顧客満足度に，顧客満足度は顧客能力に，顧客能力は財務力に，それぞれ影響を及ぼ
すだろうという仮説 1，2，3，4，5 はすべて認められた。このような結果は Heskettなど
（1994）の研究結果と一致する。したがって Kaplanと Norton（1996a）が提案した BSCモ
デルの４つの視点どうしの先行指標と後行指標は，因果関係でつながっているので，戦略管
理ツールとして利用されうるという事実が証明された。
 測定モデル評価および仮説の検証
測定モデルの評価は，研究モデルで提示された６つの測定モデルの構成概念を決定する各
下位要因に関する検証である。測定モデルに対する評価は２段階でおこなった。最初の段階
は集計値を検討することであるが，特に非有意的な集計値（nonsignificant loading）がある
のかに焦点をあわせた。第２段階は測定モデルの信頼性係数（composite reliability）と分散
抽出指数（variance extracted）を計算して，適合度も評価した｡〈表４〉は研究モデルの，
測定モデルの集計値と信頼度および分散抽出指数の計算値を示している。
①社員満足度の測定モデル
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社員満足度を決定する４つの下位要因の標準化集計値は，すべて0.7をはるかに越えて１
%の有意レベルから非常に有意であるとあらわれた。また概念信頼度と分散抽出量は推奨レ
ベル0.7と0.5をはるかに越える0.883と0.655を見せている。したがって社員能力，情報シス
テムへの投資，職場の雰囲気，目標一体化は社員満足度を決定するだろうという仮説11は
認められた。
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〈表３〉 研究モデルの構造モデル分析結果
経 路
包括モデル
個別モデル
内部ビジネス
モデル
顧客満足度
モデル
顧客の視点
モデル
財務の視点
モデル
係数（t値） 係数（t値） 係数（t値） 係数（t値） 係数（t値）
社員満足度
→学習および
成長能力
.90（7.59） .89（7.27）      
学習および成長能力
→内部能力
.97（2.76） .93（4.03）      
内部能力
→顧客満足度
.92（2.61）   .68（7.34）    
顧客満足度
→顧客能力
.88（3.42）     .69（7.02）  
顧客能力
→財務力
.85（4.48）       .85（5.03）
モデル適合度
（絶対適合指数）
Ｘ2 387.53 104.80 62.31 20.51 10.57
（Ｐ値） （.000） （.000） （.000） （.000） （.032）
自由度 124 29 12 4 4
GFI .85 .92 .93 .97 .98
RMSR .03 .02 .03 .02 .01
AGFI .80 .85 .84 .88 .94
ECVI 1.93 .63 .38 .17 .13
（増加分適合指数）
NFI
.86 .93 .90 .95 .97
（簡明適合指数）
PNFI .70 .60 .52 .38 .39
PGFI .62 .49 .40 .26 .26
Normed Ｘ2 3.12 3.61 5.19 5.12 2.64
構成概念どうしの相関関係      
社員満足度  1.00
学習および
成長能力  .90 1.00
内部能力  .87 .97 1.00
顧客満足度  .79 .89 .92 1.00
顧客能力  .70 .78 .81 .88 1.00
財務力  .59 .66 .69 .75 .85 1.00
②学習および成長能力測定モデル
学習および成長能力を構成する社員維持度と社員生産性の標準化集計値はそれぞれ0.46と
0.81で，1 %の有意レベルから非常に有意であるとあらわれた。しかし社員維持度の多重相
関自乗値が0.22と低く，これに伴い概念信頼度と分散抽出量がそれぞれ0.588と0.435を示し
ており，推奨レベルに達せず，満足するほどの適合度が見られない。このような結果があら
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〈表４〉 研究モデルの測定モデル分析結果
構成概念 測定変数 経路
推定
集計値
標準化
集計値
(t 値)
測定
誤差
多重
相関
自乗値*
概念
信頼度**
分散
抽出量***
社員
満足度
()
社員能力(X1)  .81 .75(13.22) .34 .56
.883
.655
(.712)
情報システム(X2)  .79 .71(12.53) .49 .51
職場の雰囲気(X3)  .94 .90(17.89) .19 .81
目標一体化(X4)  1.00 .86(16.51) .26 .74
学習および
成長能力
()
社員維持度(Y1)  .80 .46( 6.07) .78 .22
.588
.435
(.592)社員生産性(Y2)  1.00 .81( 8.79) .35 .65
内部能力
()
顧客欲求把握(Y3)  .99 .76( 3.26) .42 .58
.788
.485
(.609)
プロセス革新(Y4)  .89 .70( 3.23) .52 .48
プロセス改善(Y5)  .66 .57( 3.16) .67 .33
顧客事後管理(Y6)  1.00 .74( 3.26) .45 .55
顧客
満足度
()
商品とサービス属性
(Y7)
 1.00 .58( 4.74) .67 .33
.509
.347
(.555)イメージ(Y8)  .90 .68( 4.97) .53 .47
顧客関係(Y9) 	 .80 .49( 4.49) .76 .24
顧客能力
()
市場占有率(Y10) 
 1.00 .84( 7.09) .30 .70
.799
.660
(.739)顧客収益性(Y11)  .96 .79( 7.02) .38 .62
財務能力
()
安定収益基盤(Y12)  1.00 .86( 6.15) .25 .75
.602
.290
(.493)
コスト削減(Y13)  －.79 －.61(－6.47) .63 .37
リスク管理(Y14)  －.41 －.20(－2.79) .96 .04
* 多重相関自乗値（Squared Multiple Correlation: SMC) : まだ確立された基準はないが，0.5以上の値が推
奨されている。一方，測定誤差は 1－SMCで計算される。
** 概念信頼度（Composite Reliability) : 概念を予測する各予測変数の統計的有意値を検証する概念である。
推奨レベルは0.70以上であり，次の通り計算される。
概念信頼度＝(標準化集計値)2 / [(標準化集計値)2＋測定誤差]
***分散抽出量（variance extracted) : 概念に対して予測変数が共有する共通分散の量，すなわち，概念に
対して指標が説明できる分散の大きさをいう。推奨レベルは0.5以上である。
分散抽出量＝(標準化集計値2) / [(標準化集計値2)＋測定誤差]
ただし,（ ）内は平均分散抽出量（Average Variance Extracted : AVE）で，分散抽出量算式から標準化
集計値の代りに推定集計値で計算された。
われた理由は，韓国の銀行業界で IMF管理体制以後，第１に構造調整が引き続きおこなわ
れて終身雇用概念が崩れたこと，第２に同一職務に契約職社員と一般社員が混在する雇用構
造によって社員満足度が長期勤務に影響をそれほど与えないことにあると判断される。した
がって社員維持度と社員生産性は，学習および成長能力を決定づけるだろうという仮説21
は限定的に認められた。
③内部能力測定モデル
内部能力を構成する顧客欲求把握，プロセス革新，プロセス改善，顧客事後管理の標準化
集計値は，0.57から0.76の分布を示しており，1 %の有意レベルから非常に有意であった。
分散抽出量は推奨レベルに若干足りない0.485を示しているが，概念信頼度価格は推奨レベ
ル以上である0.79を示した。したがって顧客欲求把握，プロセス革新，プロセス改善，顧客
事後管理は内部能力を決定づけるであろうという仮説31は認められた。
④顧客満足度測定モデル
顧客満足度を構成する商品とサービス属性，イメージ，顧客関係の標準化集計値は0.49か
ら0.68の分布を示しており，1 %の有意レベルから非常に有意であった。しかし概念信頼度
と分散抽出量はそれぞれ0.509と0.347で，推奨レベルに大きく達しなかった。このような結
果は〈表３〉の構成概念どうしの関係係数で見られるように，内部能力と顧客満足度どうし
の相関係数が0.92とかなり高くあらわれたことにその原因があると推定される。構成概念ど
うしの相関関係が0.9以上ならば，同一概念を他の側面で測定した同一変数と見なされるた
め，より適合度の高い簡明なモデル構築のためには，ある変数を除かなければならない（趙
ソンベ，2000)。したがって商品とサービス属性，イメージ，顧客関係は顧客満足度を決定
するだろうという仮説41は，部分的ではあるが認められる。
⑤顧客能力測定モデル
顧客能力を構成する市場占有率と顧客収益性の標準化集計値は，それぞれ0.84と0.79と表
れ，1 %の有意レベルから非常に有意であった。概念信頼度と分散抽出量も推奨レベルをは
るかに上回る0.799と0.660を表している。したがって市場占有率と顧客収益性は顧客能力を
決定するだろうという仮説51は認められた。
⑥財務力測定モデル
財務力の決定要因である安定収益基盤，コスト削減およびリスク管理の標準化集計値はそ
れぞれ0.86，－0.61，－0.20とあらわれて，1 %の有意レベルから非常に有意であった。しか
しコスト削減とリスク管理の標準化集計値の符号が期待とは異なり陰(－)と表れた。また，
概念信頼度は推奨レベルに若干至らない0.602を表したが，分散抽出量は推奨レベルに大き
く及ばない0.290と表れた。このような結果は過去，銀行不良債権の大部分が営業店で責任
を負う部分よりは，本店承認の与信から発生して，製造業とは異なり大部分の商品に対する
コスト分析がおこなわれない銀行経営の特性により，コスト削減に対する認識が，営業店に
及ばず，さらにコスト削減はイコール，営業店の必要経費の削減という拒否意識が作用した
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ためと推定される。したがって安定収益基盤，コスト削減およびリスク管理は財務力を決定
するだろうという仮説61については，積極的に裏付ける証拠は見いだされなかった。
３．研究モデルの修正
１）研究モデルの問題点
〈表３〉の構成概念どうしの相関関係で見たように，学習および成長能力と内部能力どう
し，および内部能力と顧客満足度どうしの関係係数がそれぞれ0.97と0.92と表れており，適
合度の高い簡明なモデル構築のためには，ある変数を除かなければならない。また〈表４〉
で見たように学習および成長能力と顧客満足度測定モデルは，概念信頼度と分散抽出量が推
奨レベルに大きく及ばない。したがって本研究では，BSCモデル導入時に考慮しなければ
ならない点を探求するために，研究モデルから学習と成長能力測定モデルを除去したモデル
を修正モデル１とし，また修正モデル１からさらに顧客満足度を除去したモデルを修正モデ
ル２として，再分析してみた。
２）分析結果
 構造モデル評価
（図２）に修正モデルの構造モデル分析結果を示した。経路係数は２つのモデルとも，す
べて 1 %の有意レベルから非常に有意であった。しかし修正モデル１の内部能力と顧客満足
度どうしの標準化係数は0.96で１に近接していて，モデルの修正が必要な違反推定値に値す
る。
一方，適合度指数は研究モデルより修正モデル１が，修正モデル１よりは修正モデル２が
さらに優秀なものとして表れた。一方，研究モデルと修正モデル１のＸ2差である84.6，自
由度差は29，p＝0で，修正モデル１修正モデル２のＸ2差である128.9，自由度差は36，p＝0
と表れた。これはモデルの簡明度も犠牲にしたことを補償してあまりある程，適合度の差が
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修正モデル１分析結果
社員
満足度
内部
能力
顧客
満足度
顧客
能力
財務力
0.86(11.7) 0.96(9.6) 0.82(9.4) 0.84(12.3)
（図２）修正モデル構造モデルの経路係数，t値および適合指数
修正モデル２分析結果
社員
満足度
内部
能力
顧客
能力 財務力
0.83(11.5) 0.79(10.5) 0.83(12.0)
X2＝303.0, df＝95, GFI＝0.87, ECVI＝1.54, NFI＝0.87, PNFI＝0.69, PGFI＝0.61
X2＝174.1, df＝59, GFI＝0.90, ECVI＝0.95, NFI＝0.91, PNFI＝0.69, PGFI＝0.59
あるということを意味する。したがって修正モデル２では推奨レベルを上回る優秀な適合指
数を表した。
 測定モデル適合度評価
修正モデル１と修正モデル２の測定モデルの標準化集計値は 1 %の有意レベルから非常に
有意であった。修正モデル１の場合，顧客満足度概念と財務力概念だけ，概念信頼度と分散
抽出量推奨レベルを満たしておらず，修正モデル２では財務力だけ概念信頼度と分散抽出量
推奨レベルに達しなかった。しかし修正モデルの適合度が研究モデルのそれよりはだいぶ改
善される結果を示して，修正モデル２が最も優秀な適合度を示した。
Ⅴ． 結 論
本研究は Kaplanと Norton（1992）が提案した BSCモデルが，韓国の銀行業界で戦略的
管理ツールとして使われうるかを，モデル導入が予想されるある銀行を対象に実証分析した。
研究結果を要約すれば次のとおりである。
第１に，企業の業績は社員満足度を基礎に，内部ビジネスプロセスの視点，顧客の視点お
よび財務の視点に優れていなければならないことを確認した。
第２に，社員満足度は，採用基準と方法および教育訓練で構成された社員能力養成，自動
化機器，業務および営業情報の電算化のための情報システム投資，賃金レベル，権限委譲，
労使関係，職務満足度などの職場の雰囲気および個人の自発的努力を促す目標の一体化で構
成されているということを確認した。
第３に，社員維持度と社員生産性は，学習および成長の視点の結果測定値であることを確
認した。しかし社員維持度は構成要因としては十分な説明力を持てない結果が表れた。これ
は IMF管理体制以後に持続した構造調整の影響で，終身雇用の保障の消滅による不安と，
同一職務を担当しながらも，身分上契約職，一般職に区分される雇用体制の不安定性のため
と推定される。
第４に，顧客欲求把握，プロセス革新，プロセス改善，顧客事後管理が内部ビジネスプロ
セスの核心的な測定指標であることを確認した。
第５に，商品とサービス属性，イメージおよび顧客関係は，顧客満足度を構成する要因で
あることを確認した。しかし，商品とサービス属性および顧客関係は説明力に欠けるという
結果を得た。このような結果は，韓国の銀行業界の場合，商品とサービス属性がどの銀行も
類似して，銀行業界の公共性により顧客差別化がおこなわれていない点と，一部の優良顧客
との関係が特定職務に関連した社員に限定されて形成される点に，影響受けた結果と推定さ
れる。
第６に，市場占有率と顧客収益性は，顧客の視点の結果測定値であることを確認した。
第７に，コスト削減とリスク管理は，財務の視点の構成要因であると判断する証拠を得ら
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れなかった。このような結果は過去に，銀行不良債権の大部分が営業店で責任を負う部分よ
りは本店承認の与信から発生して，製造業とは異なり大部分の商品に対するコスト分析がお
こなわれない銀行経営の特性により，コスト削減に対する認識が営業店に及ばず，さらにコ
スト削減は，イコール営業店の必要経費削減という拒否意識が作用したためだと推定される。
本研究の結果は，BSCモデルの導入と構築に成功するために，考慮しなければならない次
のような点を示唆することができる。
第１に，学習と成長の視点の結果測定値の一つである社員維持度と社員生産性は，学習と
成長の視点だけの個別モデルでは結果測定値として適しているが，包括モデルに含むときに
は不適合となった。なぜなら，社員維持度と社員満足度どうしの関係が構造調整および雇用
体制の変化で不明確化し，社員生産性は最終的に財務の視点の結果指標であって内部ビジネ
スプロセスの視点の先行動因にならないからである。
第２に，内部ビジネスプロセスの視点の結果測定値と顧客満足度については，そのうちの
どちらかの変数は除かなければならないだろう。なぜなら，内部ビジネスプロセスの視点の
結果測定値は，顧客要求を把握して，顧客を満足させるために内部で何をしたのかに対する
結果であり，一方，顧客満足は企業が提供した商品とサービスに対し顧客の立場から評価し
た結果であり，結局，同じ概念を相互に内部と外部から測定したものであるからである。
第３に，財務の視点の戦略目標は，現場営業店の営業目標と一致するように開発されなけ
ればならないだろう。製造業とは異なり銀行業界では商品とサービス原価が不明確で，財務
指標を左右する不良資産発生の責任範囲は特定職務または部門に限定される財務目標である
からである。
最後に，財務の視点の戦略目標と顧客視点の戦略目標どうしの因果関係が明らかになるた
めには，ターゲットになる市場の顧客細分化がなされなければならない。細分市場（顧客）
によって彼らが期待する商品とサービス欲求は明らかに異なるはずだからである。
なお，本研究結果には次のような限界点がある。
第１に，BSCモデルの財務の視点の目標は，残り３視点の長期的な戦略実行の結果とし
てあらわれる将来の業績である。したがって実行と結果の間には時差があるにもかかわらず，
横断面的な研究に終わってしまったという点である。
第２に，本研究は地方銀行のあるリテール金融グループを対象に分析した。その結果，戦
略と事業環境などが研究内容に影響を及ぼすという点を考慮すれば，これに対するコントロ
ールが必要である。
最後に，変数測定方法をより精巧に講じなければならないだろう。特に BSCモデルには
社員と顧客に対する満足度測定が実施されなければならない。満足度測定の質問項目が，満
足度の影響を及ぼす各視点別戦略目標値との因果関係の明確性についての検討が必要である。
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Analysis of Causal Relationships among BSC
Performance Indicators
PARK Moo-Hyun
This study focuses on the causal relationship between key performance indicators of BSC in
the banking industry. A research model, based on the profit value chain suggested by Heskett et
al., tries to capture the causal relationship between performance drivers and lagging performance
indexes in each area of BSC.
Questionnaire was used to collect data from 34 branches of local bank, all of which specialize
in retailer financing. Analyses of data using structural covariant analysis method confirmed the
causal links among the constructs of BSC perspectives, performance drivers, and performance in-
dicators. It also confirmed marginally the links between the perspectives and their corresponding
performance indicators at the sub-level.
There was high correlation among three perspectivs : i) the learning and growth perspective,
measured by employee retainment and employees’ productivity, ii) the customer satisfaction per-
spective, measured by attributes of goods and service, image, and customer relations, and iii) the
perspective of internal business, measured by internal business processes. Such results imply ei-
ther removal of any one perspective or development of new variable (s) in order to build a sim-
pler research model.
Key Words : BSC Model, Innovation and Learning Perspective, Internal Business Perspective,
Customer Perspective, Financial Perspective
